
新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

１．序論 

 １－１ 合併の必要性 （略） 

 １－２ 計画策定の方針 

  ⑴ （略） 

⑵ （略） 

  ⑶ 計画の期間 

    本計画は、新市の基盤を形成するために、合併年度及びこれに続く15

年度間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．序論 

 １－１ 合併の必要性 （略） 

 １－２ 計画策定の方針 

  ⑴ （略） 

⑵ （略） 

  ⑶ 計画の期間 

    本計画は、新市の基盤を形成するために、合併年度及びこれに続く10

年度間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

３．主要指標の見通し  

 ３－１ 人口・世帯 

新市の将来人口は、今後も緩やかに増加を続けるものと考えられ、平成 32

年には平成22年より約3,600人増の85,200人と設定します。 

年齢別人口は、平成32年には生産年齢人口（15～64歳）の割合が59.4％に

減少する一方、老年人口（65歳以上）は25.2％に達すると考えられます。 

世帯数は、単身世帯の増加などにより増加を続けるものと考えられ、平成

32年には平成22年から約2,900世帯増の34,700世帯と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．主要指標の見通し 

 ３－１ 人口・世帯 

新市の将来人口は、今後も緩やかに増加を続けるものと考えられ、平成 27

年には平成12年より約3,200人増の78,900人と設定します。 

年齢別人口は、少子・高齢化の進行により、平成27年には年少人口（0～14

歳）の割合が13.2％に減少する一方、老年人口（65歳以上）は26.5％に達す

ると考えられます。 

世帯数は、単身世帯の増加などにより増加を続けるものと考えられ、平成

27年には平成12年から約2,900世帯増の30,200世帯と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

表3-1 人口及び世帯数の見込 

 
実績値 設定値 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 

総数 実数（人） 72,582 73,870 75,728 78,078 81,571 84,200 85,200 

0～14歳 
実数（人） 13,185 11,145 10,982 11,669 12,607 13,000 13,100 

割合（％） 18.2 15.1 14.5 14.9 15.5 15.4 15.4 

15～64歳 
実数（人） 54,458 56,255 55,606 53,301 52,154 51,100 50,600 

割合（％） 75.0 76.2 73.4 68.3 63.9 60.7 59.4 

65歳以上 
実数（人） 4,938 6,465 8,941 12,419 16,482 20,100 21,500 

割合（％） 6.8 8.8 11.8 15.9 20.2 23.9 25.2 

世帯数（世帯） 22,875 25,140 27,271 29,186 31,820 33,900 34,700 

１世帯当たり人員（人/世帯） 3.17 2.94 2.78 2.68 2.56 2.48 2.46 

資料：国勢調査、平成27年、32年は設定値 

※百分率は、少数第2位を四捨五入しているため、比率の合計が100％にならない

場合があります。 

【設定方法】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-1 人口及び世帯数の見込み 

 
実績値 設定値 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

総数 実数（人） 72,582 73,870 75,728 77,200 78,700 78,900 

0～14歳 
実数（人） 13,185 11,145 10,982 11,300 11,400 10,400 

割合（％） 18.2 15.1 14.5 14.7 14.5 13.2 

15～64歳 
実数（人） 54,458 56,255 55,606 53,200 50,200 47,600 

割合（％） 75.0 76.2 73.4 68.9 63.8 60.3 

65歳以上 
実数（人） 4,938 6,465 8,941 12,700 17,100 20,900 

割合（％） 6.8 8.8 11.8 16.4 21.7 26.5 

世帯数（世帯） 22,875 25,140 27,271 28,400 29,600 30,200 

１世帯当たり人員（人/世帯） 3.17 2.94 2.78 2.71 2.66 2.61 

資料：国勢調査、平成17年、22年、27年は設定値 

※百分率は、少数第2位を四捨五入しているため、比率の合計が100％にならない

場合があります。 

【設定方法】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊な政策的要素（大規模な団地開発など）や天変地異により大量の死者が
発生するなどの要素を考慮せず、近年の地域の社会的状況が将来にわたって継
続すると仮定した場合の人口推移を予測するため、コーホート要因法※を用い
て推計人口を算出しました。 
さらに、政策的な要因として区画整理事業による人口増加を見込み、先に算

出した推計値に加えて将来の人口を設定しました。 
なお、推計には基準人口として平成12年（2000 年）の国勢調査のデータを

用いました。 
 

※コーホート要因法：コーホートとは同年（又は同期）に出生した集団のこと
を指し、コーホート要因法とは、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移
動（転入・転出））を軸に人口の変化をとらえる方法です。例えば、ある地
域において観測された15～19歳の人口は、５年後には20～24歳に達します。
また、その年齢の集団は今から 15～19 年前に出生したものであり、その人
口集団を年次的に追跡して、その軌跡の変化量・変化率を用いて推計を行い
ます。 

特殊な政策的要素（大規模な団地開発など）や天変地異により大量の死者が
発生するなどの要素を考慮せず、近年の地域の社会的状況が将来にわたって継
続すると仮定した場合の人口推移を予測するため、コーホート要因法※を用い
た推計人口と、区画整理事業等による近年の人口増加傾向から算出した推計人
口及び推計世帯数を参考に将来の人口を設定しました。 
なお、推計には基準人口として平成22年（2010 年）の国勢調査のデータを

用いました。 
 

※コーホート要因法：コーホートとは同年（又は同期）に出生した集団のこと
を指し、コーホート要因法とは、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移
動（転入・転出））を軸に人口の変化をとらえる方法です。例えば、ある地
域において観測された15～19歳の人口は、５年後には20～24歳に達します。
また、その年齢の集団は今から 15～19 年前に出生したものであり、その人
口集団を年次的に追跡して、その軌跡の変化量・変化率を用いて推計を行い
ます。 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

 ３－２ 就業人口 

就業者数は、様々な社会的要因によって減少傾向にありますが、今後は徐々

に回復するものと考えられ、平成32年の就業者数を平成22年から約3,200人

増の42,200人と設定します。 

第１次産業就業者数は一貫して減少傾向にあり、この傾向は今後も続くもの

と考えられるため、平成32年において平成22年の約70人減の450人と設定

します。 

第２次産業就業者数も徐々に減少するものと考えられ、平成 32 年には平成

22年の約60人減の12,280人と設定します。 

第３次産業就業者数は減少から増加に転じるものと考えられ、平成32年に

おいて平成22年の約3,400人増の29,470人と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３－２ 就業人口 

将来の就業者数は、今後も増加を続けるものと考えられ、平成 27 年の就業

者数を平成12年から約4,100人増の46,500人と設定します。 

第１次産業就業者数は一貫して減少傾向にあり、この傾向は今後も続くもの

と考えられるため、平成27年において平成12年の約160人減の740人と設定

します。 

第２次産業就業者数も徐々に減少するものと考えられ、平成 27 年には平成

12年の約320人減の15,040人と設定します。 

第３次産業就業者数は今後も増加を続けるものと考えられ、平成 27 年にお

いて平成12年の約4,600人増の30,720人と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

表3-2 産業別就業人口の見通し 

    
実績値 設定値 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 

就業者数（人） 39,532 42,357 42,371 45,000 38,971 41,000 42,200 

就業者率（％） 54.5 57.3 56.0 58.3 47.8 48.7 49.5 

第１次産業（人） 1,041 1,026 896 890 518 480 450 

構成比（％） 2.6 2.4 2.1 2.0 1.3 1.2 1.1 

第２次産業（人） 16,754 16,387 15,358 15,230 12,339 12,340 12,280 

構成比（％） 42.4 38.8 36.3 33.8 31.7 30.1 29.1 

第３次産業（人） 21,737 24,871 26,088 28,880 26,114 28,180 29,470 

構成比（％） 55.0 58.8 61.6 64.2 67.0 68.7 69.8 

資料：国勢調査、平成27年、32年は設定値 

【設定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-2 産業別就業人口の見通し 

    
実績値 設定値 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

就業者数（人） 39,532 42,357 42,371 45,000 46,200 46,500 

就業者率（％） 54.5 57.3 56.0 58.3 58.6 58.9 

第１次産業（人） 1,041 1,026 896 890 820 740 

構成比（％） 2.6 2.4 2.1 2.0 1.8 1.6 

第２次産業（人） 16,754 16,387 15,358 15,230 15,160 15,040 

構成比（％） 42.4 38.8 36.3 33.8 32.8 32.3 

第３次産業（人） 21,737 24,871 26,088 28,880 30,220 30,720 

構成比（％） 55.0 58.8 61.6 64.2 65.4 66.1 

資料：国勢調査、平成17年、22年、27年は設定値 

【設定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査における総人口に占める就業人口割合の過去の傾向から、将来の就
業人口割合を推計し、これに３－１で算出した将来人口を乗じて、将来の就業
人口を設定しました。 
さらに、国勢調査における産業別就業割合を用いて、同様に将来の産業別就

業割合を推計し、これに先に推計した将来の就業人口を乗じて、将来の産業別
人口を求めました。 

国勢調査における総人口に占める就業人口割合の過去の傾向から、将来の就
業人口割合を推計し、これに３－１で算出した将来人口を乗じて、将来の就業
人口を設定しました。 
さらに、国勢調査における産業別就業割合を用いて、同様に将来の産業別就

業割合を推計し、これに先に推計した将来の就業人口を乗じて、将来の産業別
人口を求めました。 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

９．財政計画 

 新市における財政計画は、歳入歳出の項目ごとに、過去の実績及び経済情勢

等を勘案し、合併後の15年度間について普通会計ベースで推計したものです。 

 作成にあたっては、合併に伴う節減経費や国及び県による財政支援等を反映

させています。 

 項目の主な内容は以下のとおりです。 

 

１ 歳  入 

⑴ （略） 

⑵ 地方交付税 

 普通交付税については、平成25年度現在の制度に基づき、算定の特例（合

併算定替）の適用を前提にして、合併補正、合併特例債償還に伴う基準財政

需要額への算入を見込んで推計しています。 

   また、特別交付税は、合併に伴う財政措置を見込んで推計しています。 

⑶ （略） 

⑷ （略） 

 

２ 歳  出 

⑴ （略） 

⑵ （略） 

⑶ 公債費 

   平成24年度までに借り入れた地方債に係る元利償還金予定額を基礎と

し、平成25年度以降の地方債として見込んだ額に係る元利償還金予定額を加

えて推計しています。 

 

９．財政計画 

 新市における財政計画は、歳入歳出の項目ごとに、過去の実績及び経済情勢

等を勘案し、合併後の10年度間について普通会計ベースで推計したものです。 

 作成にあたっては、合併に伴う節減経費や国及び県による財政支援等を反映

させています。 

 項目の主な内容は以下のとおりです。 

 

１ 歳  入 

⑴ （略） 

⑵ 地方交付税 

 普通交付税については、平成16年度現在の制度に基づき、算定の特例（合

併算定替）の適用を前提にして、合併補正、合併特例債償還に伴う基準財政

需要額への算入を見込んで推計しています。 

   また、特別交付税は、合併に伴う財政措置を見込んで推計しています。 

⑶ （略） 

⑷ （略） 

 

２ 歳  出 

⑴ （略） 

⑵ （略） 

⑶ 公債費 

  平成15年度までに借り入れた地方債に係る元利償還金予定額を基礎と

し、平成16年度以降の地方債として見込んだ額に係る元利償還金予定額を

加えて推計しています。 

 

 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

〔歳  入〕 

                                   （単位：百万円） 

項   目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

地 方 税 11,815 12,780 13,025 12,460 12,457 12,386 13,105 12,543 12,491 12,292 12,406 12,417 12,427 12,436 12,446 

地 方 譲 与 税 833 252 241 227 220 214 200 205 205 205 205 205 205 205 205 

利 子 割 交 付 金 45 62 60 52 50 42 34 32 34 34 34 34 34 34 34 

配 当 割 交 付 金 47 53 28 22 27 29 32 29 32 32 32 32 32 32 32 

株式等譲渡所得割交付金 48 43 10 11 9 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

地方消 費税交付金 800 785 726 774 773 764 768 800 1,177 1,300 1,306 1,306 1,306 1,306 1,306 

自動車取得税交付金 286 248 214 128 106 87 117 113 117 117 117 117 117 117 117 

地 方 特 例 交 付 金 349 90 180 195 163 193 65 63 65 65 65 65 65 65 65 

地 方 交 付 税 904 758 921 742 1,130 1,359 1,595 1,400 1,098 1,128 1,168 1,217 1,276 1,363 1,406 

交通安全対策特別交付金 19 19 17 17 16 16 17 16 17 17 17 17 17 17 17 

分担金 及び負担金 17 21 7 33 37 28 9 43 43 43 43 43 43 43 43 

使用料 及び手数料 585 605 622 576 693 701 712 747 750 750 750 750 750 750 750 

国 庫 支 出 金 1,333 1,609 1,912 2,815 3,187 2,992 2,629 2,869 3,173 3,366 3,347 3,304 3,304 3,304 3,304 

県 支 出 金 984 1,097 1,212 1,193 1,556 1,272 1,318 1,326 1,474 1,493 1,512 1,512 1,512 1,512 1,512 

財 産 収 入 37 42 44 47 65 27 77 54 77 77 77 77 77 77 77 

寄 付 金 2 3 2 3 3 4 5 1 5 5 5 5 5 5 5 

繰 入 金 409 157 202 1,006 15 107 130 406 99 321 189 366 563 583 393 

繰 越 金 1,138 1,587 894 1,094 1,228 1,188 762 601 600 600 600 765 773 782 789 

諸 収 入 693 703 845 794 787 828 839 794 807 820 833 846 860 874 888 

地 方 債 2,289 1,081 1,110 1,592 2,068 1,534 2,443 3,981 5,471 4,935 2,887 2,400 2,400 2,566 2,900 

合 計 22,633 21,995 22,272 23,781 24,590 23,778 24,864 26,030 27,742 27,606 25,599 25,484 25,772 26,077 26,295 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔歳  入〕 

                                   （単位：百万円） 

項   目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

地 方 税 11,714 11,854 12,000 11,865 12,009 12,139 11,901 12,137 12,377 12,335 

地 方 譲 与 税 253 253 253 253 253 253 253 253 253 253 

利 子 割 交 付 金 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

地 方 消 費 税 交 付 金 757 757 757 757 757 757 757 757 757 757 

自動車取得税交付金 247 247 247 247 247 247 247 247 247 247 

地 方 特 例 交 付 金 463 463 463 463 463 463 463 463 463 463 

地 方 交 付 税 816 618 550 478 470 421 528 515 502 481 

 

普 通 交 付 税 229 191 203 291 283 234 341 328 315 294 

特 別 交 付 税 587 427 347 187 187 187 187 187 187 187 

交通安全対策特別交付金 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 

分 担 金 ・ 負 担 金 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29 

使 用 料 ・ 手 数 料 483 485 486 488 490 490 491 491 491 491 

国 庫 支 出 金 1,400 1,402 1,254 1,256 1,257 1,258 1,258 1,258 1,258 1,258 

県 支 出 金 1,166 1,166 1,165 999 999 999 999 999 999 999 

財 産 収 入 33 33 33 33 33 33 33 33 33 33 

寄 附 金 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

繰 入 金 119 119 119 119 119 119 119 119 119 119 

諸 収 入 785 785 785 785 785 785 785 785 785 785 

地 方 債 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 

合    計 19,558 19,504 19,434 19,065 19,204 19,286 19,156 19,379 19,606 19,543 
 

 



新市建設計画の新旧対照表 

新 旧 

〔歳  出〕 

                                   （単位：百万円） 

項   目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

人 件 費 4,021 3,941 3,883 3,872 3,916 3,894 3,828 3,752 3,781 3,769 3,782 3,791 3,790 3,804 3,794 

扶 助 費 2,458 2,857 2,998 3,273 4,546 4,992 5,075 5,425 5,545 5,670 5,798 5,798 5,798 5,798 5,798 

公 債 費 900 1,016 1,099 1,268 1,391 1,456 1,400 1,609 1,733 2,155 1,862 2,098 2,323 2,550 2,706 

物 件 費 3,986 4,144 4,142 4,345 5,445 5,300 5,137 5,473 5,349 5,355 5,361 5,367 5,373 5,379 5,385 

維 持 補 修 費 74 74 61 64 61 60 58 61 60 60 60 60 60 60 60 

補 助 費 等 2,853 2,764 2,952 4,236 2,443 2,308 2,298 2,413 2,574 2,553 2,552 2,552 2,552 2,552 2,552 

繰 出 金 1,797 2,106 2,000 2,302 2,194 2,446 2,658 2,915 3,234 3,213 3,418 3,482 3,540 3,598 3,664 

積 立 金 ・ 予 備 費 753 916 633 45 377 166 1,191 39 8 8 8 8 8 8 8 

投資・出資・貸付金 205 201 269 201 201 189 163 153 153 153 153 153 153 153 153 

普 通 建 設 事 業 費 3,999 3,081 3,141 2,947 2,829 2,221 2,327 4,190 5,305 4,670 2,605 2,175 2,175 2,175 2,175 

合    計 21,046 21,100 21,178 22,553 23,403 23,032 24,135 26,030 27,742 27,606 25,599 25,484 25,772 26,077 26,295 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔歳  出〕 

                                   （単位：百万円） 

項   目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

人 件 費 4,099 4,053 3,976 3,900 3,841 3,757 3,737 3,664 3,604 3,576 

扶 助 費 2,321 2,340 2,360 2,379 2,399 2,393 2,388 2,383 2,378 2,373 

公 債 費 1,055 1,240 1,320 1,390 1,440 1,503 1,459 1,545 1,610 1,403 

物 件 費 4,103 4,032 3,960 3,890 3,819 3,748 3,677 3,606 3,535 3,464 

維 持 補 修 費 152 152 152 152 152 152 152 152 152 152 

補 助 費 等 2,988 3,060 3,073 3,100 2,951 2,941 2,881 2,774 2,678 2,590 

投資及び出資金・貸付金 210 210 210 210 210 210 210 210 210 210 

繰 出 金 1,402 1,521 1,680 1,570 1,611 1,648 1,693 1,727 1,763 1,800 

普 通 建 設 事 業 費 3,228 2,896 2,703 2,474 2,781 2,934 2,959 3,318 3,676 3,975 

合 計 19,558 19,504 19,434 19,065 19,204 19,286 19,156 19,379 19,606 19,543 

 

 


